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１．事業の目的

• 「食品廃棄ゼロ」の実現に向けては，発生した食品廃棄物のリサ
イクルだけでなく，徹底した食品ロス発生抑制の観点がフードサプ
ライチェーン全体で必要である。中でも消費期限・賞味期限が近い
食品については，フードバンクなどを介した寄贈にも向かないため，
店舗において売り切る，家庭において食べ切る取組を徹底していく
ことが求められる。

• 京都市では，食品を消費期限・賞味期限まで販売する「販売期限
延⾧の取組」を多くの事業者の賛同を得て進めている。この販売時
の食品ロス削減をより一層進めるためには，いつ使用するかを意識
して消費・賞味期限の近いものから購入する「てまえどり」など消
費者側による食品ロス削減指向の消費行動を促すことが必要である。

• そこで，環境省の公募するモデル事業として，食品スーパーでの
「てまえどり」啓発と，市民モニターによる「てまえどり」実践，
食品ロス記録を合わせて実施することにより，事業者・消費者双方
の取組による食品ロス削減効果を検証する取組を行った。さらに，
モデル取組の核となった食品スーパー等を中心とする「食品廃棄ゼ
ロエリア」の形成に向けた方向性と課題について取りまとめた。
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２．事業の内容

①「販売期限延⾧の取組」実施と「てまえどり」啓発による
店舗からの食品ロス削減

【計画内容】
従来の販売期限延⾧の取組を実施するとともに，販売期限延⾧の取組

に加えて「てまえどり」アピールを実施する協力意向の高い食品スー
パー等を食品廃棄ゼロエリアモデルの核として選定する。（以下，当該
店舗を「モデル食品スーパー」という。）

【実施内容】
京都生活協同組合（以下「京都生協」という。）の協力

の下，京都市内全１２店舗で，販売期限延⾧の取組に加え
て「てまえどり」をアピール。吊り下げポスター（Ｂ
４縦判），ポップ（Ｂ６横判），レールポップ（Ｂ６
横ハーフ判）を制作し，重点啓発４品目（豆腐，うど
ん，食パン，牛乳の陳列棚付近を
中心に掲出した。
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②家庭での「食品ロスダイアリー」を活用した削減効果検証

【計画内容】

「てまえどり」や消費期限・賞味期限の違いの情報提供を合わせて
家庭で行う食品ロス削減への取り組みを「食品ロスダイアリー」を援
用して効果検証する消費者側取組を実施（モニター１００世帯：「て
まえどり」のアピールに協力いただける「モデル食品スーパー」利用
家庭とそうでない家庭の対照比較を考慮して選定）

【実施内容】
家庭からの食品ロス発生量の記録やアンケート調査に協力していた

だけるモニターを公募し，２４４名の応募の中から１１９名を選定。
（※１２０名を選定したが，１名がモニター開始直後に辞退した。）
１１９名のうち，５９名を京都生協店舗の顧客から，６０名をそれ

以外の店舗の顧客から選定した。
公募により選んだ１１９名のモニターに，アプリ「食品ロスダイア

リー」又は紙のダイアリーを用いて，９月～１１月の各家庭からの食
品ロス発生量を記録していただいた。
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③食品ロス削減月間等を活用した情報提供・行動変容誘導
【計画内容】
１０月の食品ロス削減月間の市政広報板ポスターで，期限の近いものから
購入する「てまえどり」を啓発。
「食ロスゼロ」×「ＳＤＧｓ」のキックオフ企画「みんなの食ロス革命」

で行った「びっくり！エコ新聞（第１３号）」の企画における「食ロスゼロ
レンジャー」の取組（食品ロス削減のミッションに取り組み，レンジャー活
動レポートを報告した児童・生徒に「食ロスゼロレンジャー認定書」を贈
呈）を進めて子どもへの学習を図るとともに，当該「モデル食品スーパー」
の商圏に位置する学校での取組を誘導する。

【実施内容】
「てまえどり」を呼び掛けるデザインのポスター

（写真）を制作し，食品ロス削減月間（１０月）に，
市政広報板，市バス・地下鉄車内等に掲出した。
学校等をターゲットとした「食品ロスゼロ

レンジャー」による取組も予定していたが，
本事業予算によらず，児童・生徒への取組を
進めるほか，既存資材による展示（写真）等
の情報発信を実施した。
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食品ロス削減啓発展示



３ʷ１．モデル事業の実施方針

・ 期限の近いものから購入することで店舗での食品ロス発生の抑制に
つなげる「てまえどり」の普及に向けては，「てまえどり」に疑問を
抱く消費者・事業者・有識者などに，「てまえどり」の実践を通じた
食品ロス削減へのポジティブな結果を示し，「てまえどり」の効果に
についてご理解いただくことが求められる。

・ その中では，「てまえどり」を実践せずむしろ期限の⾧いものを購
入するという行動をとる人が７割と大勢を占めるという状況（※）の
下では，様々な要因により発生する店舗での食品ロス削減量に係る
「てまえどり」行動の効果を定量的に得ることを追求するよりは，
「てまえどり」を実施することで家庭での食品ロスが増加するのでは
ないか，というネガティブインパクトを払しょくすることの方が，普
及にとっては効果的と考えられる。
（※）内閣府「食生活に関する世論調査」（令和２年９月実施）より

・ そのため，本事業では，「てまえどり」の実践とあわせた店舗での
食品ロス削減効果について確かめつつも，「てまえどり」に取り組ん
でも，家庭での食品ロスの増加にはつながらず，むしろ，食品ロスを
意識した行動により食品ロスは削減する，ということを確かめること
を主たる目的として実施した。
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３ʷ２．モデル事業の実施内容

①消費者側からの「てまえどり」の効果検証
ア．市民モニターによる食品ロス発生量の記録

公募により選んだ１１９名のモニターに，アプリ「食品ロス
ダイアリー」又は紙のダイアリーを用いて，９月～１１月の各
家庭からの食品ロス発生量を記録していただいた。
「てまえどり」による変化を検証するため，９月は「てまえ

どり」を意識せず買い物し，１０月・１１月に「てまえどり」
を実践していただくこととし，９月下旬に，モニターに対して，
「てまえどり」の依頼と，それが家庭からの食品ロスにならな
いための啓発情報を送付した。
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イ．市民モニターに対する事前・事後アンケートの実施
モニター活動の前後での食品ロスに関する意識・行動の変化

や「てまえどり」の実施割合の変化等を把握するため，事前
（８月）と事後（１２月）にアンケート調査を実施し，モニ
ター全員から回答を得た。
【事前アンケート】
・賞味期限・消費期限に対する意識，それに基づく購入行動
・食品ロス削減のために行っている行動
・食品ロスの発生状況 他

【事後アンケート】
・食品ロス削減のために行っている行動（事前と共通）
・てまえどり，見切り品購入の実践内容
・店舗でのてまえどりＰＲの印象 他

ウ．食品ロス発生量の記録，アンケート結果の集計・分析
アプリ「食品ロスダイアリー」を運営しているＮＰＯ法人

「ごみじゃぱん」に，クロス集計・分析，レポートの作成を
委託した。
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②事業者（京都生協）からの情報収集
ア．食品廃棄量等のデータの提供・分析

京都生協から，令和３年１０・１１月の食品販売量，廃棄
量等のデータと前年同時期のデータの提供を受けて，食品廃
棄率等の変化を検証した。

イ．京都生協各店舗に対するアンケート
１２月に京都生協の市内１２店舗にアンケートを実施し，

てまえどりＰＲに対する従業員，来店客の反応，ＰＲツール
の感想等を聴取した。

③有識者からの意見聴取
京都市廃棄物減量等推進審議会委員の中から３名の学識者に

ヒアリングを実施し，てまえどりの効果検証内容や「食品廃棄
ゼロエリア」の形成に対する意見を聴取した。
・山川 肇（京都府立大学大学院生命環境科学研究科 教授）
・浅利美鈴（京都大学大学院地球環境学堂 准教授）
・矢野順也（京都大学環境安全保健機構付属環境科学センター助教）
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３ʷ３．モデル事業の実施体制
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京都生協顧客

他店顧客

京都生協（市内12店舗）
※10・11月にてまえどり啓発

他店舗

モニター(119名)
＜９月＞
てまえどりせ
ず購入
＜10・11月＞
てまえどりに
より購入

てまえどり啓発
ポップ等の提供

食品廃棄量の
データの提供アンケートの送付・回答

（事前）８月下旬
（事後）１２月上旬

（９月下旬）
てまえどり依頼
啓発情報の提供

ＮＰＯ法人 ごみじゃぱん
（アプリ食品ロスダイアリー運営者）

京 都 市
9～11月の
食品ロス
発生量の
記録 食品ロス発生量と

アンケート結果の
分析レポート提出

有識者（３名）

ごみじゃぱんのレポート，京都生協の食品廃棄量
から，てまえどりの効果を検証 ⇒報告書作成

意見

アンケート集計
データの提供



３ʷ４．モデル事業の成果
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①消費者側からの「てまえどり」の効果検証
ＮＰＯ法人ごみじゃぱんから提出されたレポートの中から

重要な項目に絞って報告する。

９割以上が食品購入時に期限を確認

事前アンケートでの食品購入時に消費期限・賞味期限を確認するかとの設問には，
「必ず確認する」「食品の種類によっては確認する」を合わせると９割以上となり，
見切り品や生鮮食品を中心に，食品購入時の行動として期限確認は定着している。
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「期限まで短い食品を買うのは損」という意識が強い

期限を確認した後の購入行動の設問については，「期限までの期間が長い商品を
買う」が過半数を占め，「食べきるまでの期間を予測してから，それより先の期限
の食品を買う」を上回っており，「とにかく期限まで長い食品を」という意識がう
かがえる。

期限が短くても購入する場合としては，「値引きされていれば購入する」が最も
多くなっており，「期限まで短い食品を定価で買うのは損」という意識がうかがえ
る。
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期限への高い意識が「てまえどり」にはマイナスに

モニター活動を開始する前の時点での「てまえどり」の実施割合と消費期限・賞
味期限の確認割合をクロスして分析した結果，期限の確認度合いが高い方が「てま
えどり」の実施度合いが低くなる傾向が現れた。

食品ロス削減のためには本来プラス要因であるはずの期限への高い意識が，「て
まえどり」にあたっては，むしろマイナス要因になっていることが確認された。
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使いきれない心配から「てまえどり」に躊躇

「てまえどり」をしない理由の設問では，「期限までに使い切れない心配がある
から」が突出して高くなっており，実際に「てまえどり」を実施したモニターから
も，「てまえどり」で購入した食品が食品ロスになった経験があるとの回答が約１
５％あった。
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モニター開始後の「てまえどり」実施率は順調に向上

モニターには１０月からの「てまえどり」実践を呼び掛けたが，実際に実践され
たかどうかを事後アンケートで確認したところ，１０月以降は「常にしていた」
「よくしていた」との回答が約８５％を占め，大部分のモニターが「てまえどり」
を実践していたことが確認された。

また，「今まで１日でも新鮮な物をと買っていたが，予定に合わせて買い分ける
ようになった」などの意見があったほか，モニター終了後も「てまえどり」を実践
したいという回答が７９％を占め，モニターの行動変容につながった。
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モニターの食品ロスは手つかず食品，食べ残しとも減少

モニター活動開始後の食品ロス排出件数は，手つかず食品，食べ残しとも，９月か
ら１０月，１１月と段階的に減少している。９月末に，１０月からのてまえどり実践
を呼び掛けるとともに，食品の購入，保存等に関する啓発情報を提供したことから，
１０月の減少幅が大きくなっている。
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「てまえどり」が増加するほど食品ロスは減少

モニターの食品ロス減少には，ダイアリーを記録する行為による意識向上や食品
ロス啓発情報を受けたことも作用していると考えられることから，「てまえどり」
の効果を抽出するため，「てまえどり」の実施頻度からの分析を行った。

アンケートで聴取した９月と１０・１１月の「てまえどり」の実施頻度を基に，
「てまえどり」を実施していたがより高い頻度で実施するようになった層（増加
１），「てまえどり」を実施していなかったが高い頻度で実施するようになった層
（増加２），変化がない層（変化なし）の３グループに分けて，食品ロスの発生量
の推移を比較したところ，「てまえどり」の頻度が向上した順に（増加２⇒増加１
⇒変化なし），食品ロスの減少割合も高い傾向が見られた。
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賞味・消費期限チェック等の食品ロス削減行動も向上

事前と事後のアンケートの共通設問である買い物時・保存時・食事時の食品ロス
削減行動について，事前と事後の変化を比較すると，全項目で増加している。
中でも，見切り品の購入，保存食品の消費・賞味期限のチェック，料理の食べき

りの増加率が高くなっており，食品ロス啓発情報を踏まえて「てまえどり」を実践
したことが，期限まで短い食品も積極的に購入し，期限を把握しながら，使いきり，
食べきりをするという一連の行動にも好影響を与えたと考えられる。
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「てまえどり」が見切り品購入にも好影響

見切り品の購入に的を絞った設問では，モニター開始前に比べて見切り品の購入
が増えた人が３割いる一方，減った人はほとんどいない。１０・１１月の「てまえ
どり」の実施頻度に対する回答とクロス集計すると，「てまえどり」を「常にして
いた」層で見切り品購入が「大幅に増えた」が多くなるなど，相関関係が確認され
た。

「てまえどり」により期限が短い商品への抵抗感が薄れたことが，見切り品の購
入も後押ししたものと考えられる。
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店舗からのＰＲが「てまえどり」を後押し

京都生協の顧客モニターは，８３％が「店頭でのＰＲに気が付いて「てまえど
り」を行うことにつながったと回答しており，店舗からのＰＲが「てまえどり」普
及には効果的であることが確認できた。
印象にの残っているＰＲツールとしては，値札レールのステッカー（レールポッ

プ）が最も多く，６割以上の認知度だった。

総計

てまえどり協力スーパー顧客
（京都生協）

それ以外の店舗の顧客
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店舗からの「てまえどり」呼び掛けへの反感は少ない

食品小売店舗がお客さんに「てまえどり」を呼び掛けることについては，約８割
が「良いことだと思う」と回答し，好意的に受け止められていることが確認された。

２％程度だが「良いことだとは思わない」との回答もあり，理由としては「どの
商品を取るかは来店客の自由であり，余計なお節介だと思う」などが挙げられた。
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②事業者側からの「てまえどり」の効果検証
京都生協と協議し，奥から取られがちな食品として，豆腐，う

どん（生麺），食パン，牛乳の４品目を選定。市内１２店舗で，
１０月以降，４品目の商品棚を中心にポスター，レールポップ等
により「てまえどり」を呼び掛けていただいた。
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京都生協から京都市内１２店舗の食品販売量，廃棄量等のデー
タの提供を受け，店頭で「てまえどり」啓発を実施した令和３年
１０月・１１月と前年の令和２年１０月・１１月の数値を比較す
ることにより，「てまえどり」の食品廃棄削減効果を検証した。

食品廃棄が対象４品目合計で前年比約６割減少

京都生協では，日ごろから発注精度の向上等に注力しており，令和３
年は「てまえどり」の啓発の他に，「販売期限の延⾧の取組」も充実さ
れたことから，食料品全体や日配品全体の廃棄が減少している。
また，「てまえどり」のポスター等を，対象４品目の商品棚に限らず

店舗各所に掲出されたことから，「てまえどり」のみの削減効果の厳密
な抽出は難しいが，対象４品目の廃棄数・廃棄金額の減少率は食料品全
体や日配品全体より高い傾向にあり，「てまえどり」による削減効果は
あったと考えられる。
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令和３年
１０・１１月

令和２年
１０・１１月

減少率

廃棄数
廃棄金額

廃棄率 廃棄数
廃棄金額

廃棄率 廃棄数
廃棄金額

廃棄率

廃棄
数量

対象
４品目 679 0.07 1,806 0.18 -62.4 -59.0

日配品
全体 3,144 0.08 7,993 0.21 -60.7 -59.4

食料品
全体 32,101 0.23 39,114 0.27 -17.9 -13.3

廃棄
金額

対象
４品目 91,090 0.08 259,748 0.21 -64.9 -63.1

日配品
全体 542,254 0.11 1,239,465 0.25 -56.3 -55.5

食料品
全体 8,629,752 0.32 9,512,107 0.34 -9.4 -5.1

令和３年と令和２年の廃棄数量・金額の変化（１２店舗合計）

※日配品は令和３年３月から販売期限を延⾧した品目のみを集計
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品目別では３６％～７４％の削減効果

４品目の品目別で前年比の減少率を見ると，減少率が高い順に食パン，牛乳，豆
腐，うどんとなっており，これは前年同時期に廃棄が多かった順番と概ね一致して
いる。
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京都生協の京都市内１２店舗に対して１２月にアンケート調
査を実施した。

従業員は「てまえどり」に肯定的な反応

「てまえどり」を呼び掛けることに対する従業員の反応は，「肯定的な意見が
多かった」との回答が８割以上を占めている。来店客（消費者）の反応は「肯
定的・否定的が半々ぐらい」と「その他」で９割を占めている。

【従業員の反応】 【来店客の反応】
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ＰＲツールはレールポップが高評価

各店舗に提供したＰＲツールの評価は，デザイン，使いやすさ，効果の全項目で，
レールポップが最も高い評価を得た。
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③有識者へのヒアリング
３名の学識者にヒアリングを実施し，てまえどりの効果検証

内容に対する意見，今後の普及に向けた提言等をいただいた。
・山川 肇（京都府立大学大学院生命環境科学研究科 教授）
・浅利美鈴（京都大学大学院地球環境学堂 准教授）
・矢野順也（京都大学環境安全保健機構付属環境科学センター助教）

＜主な意見＞
・ モニターの食品ロスは減少しているが，「てまえどり」の影響だけでなく，
記録行為による減少効果，食品ロス啓発による減少効果も含んでいるのではな
いか。てまえどり実施頻度別に分析するなど，「てまえどり」の効果を把握す
るよう努めるべき。

・ 事業者の食品廃棄減少についても，販売期限延長など他の要因の影響も加味
すべき。

・ 事業者側の不安を軽減するためには，モニターの意見だけでなく，今後店頭
調査で「てまえどり」への意識などを聴取することが望ましい。

・ 「消費者の賞味期限に対するマインドが変わった」など，「てまえどり」が
食品ロス削減につながった原因を明確にして，それを前面に出して普及につな
げていくべき。

・ 京都市ではこれまでから「販売期限の延長」に取り組んでいるので，それと
セットで「てまえどり」を全食品スーパーに呼び掛けていくべき。

・ どのようなツールを使って，どのように呼び掛けていくのが効果的なのか，
汎用的なモデルを構築することが望ましい。



４．モデル事業で確認できたこと

● モニターに，食品ロス啓発情報を提供したうえで「てまえどり」
に取り組んでいただいた結果，「てまえどり」に取り組んでも，
家庭での食品ロスの増加にはつながらず，むしろ，食品ロスを意
識した行動により食品ロスを削減させることができるということ
が確認できた。

● 調査終了後も「てまえどり」を実践しようと思うモニターが約
８割にのぼり，意識向上，行動変容につながった。

● 店舗側でも「てまえどり」を重点的にＰＲした４品目（豆腐，
うどん，食パン，牛乳）で前年同月より廃棄率が３～７割減少
している。

● 多くのモニターが店舗での「てまえどり」ＰＲに気が付いて，
「てまえどり」を行うことにつながったと回答しており，店頭で
のＰＲの有効性が確認された。

● 店舗から「てまえどり」ＰＲを行うことに対する店員の反応は，
概ね肯定的だった。

● この実験において食品ロスに係る多くのデータが収集でき，今
後の「てまえどり」普及や食品ロス啓発に活用が期待できる。
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５．今後の検討課題

①消費者に対する「てまえどり」の普及について
・ 本事業の結果から，消費者の「てまえどり」を阻害する要因は，
大きくは以下の２点と考えられる。
①「期限まで近い食品を買うのは損」という固定観念
②使い切れずに，家庭で食品ロスが増えることへの不安

・ ①については，奥から買うことで事業者からの食品ロスが発生
するということをまず認識していただくことが求められるが，損
得という面では否定できないため，事業者からの食品ロスの現状
や，その責任の一端が消費者にあることを，どのように効果的に
伝えていくか，「エシカル消費」との連携も含め検討していく必
要がある。

・ ②については，家庭での食品ロスにとってはむしろプラスに作
用することが本事業で明らかになったため，それを積極的にＰＲ
するとともに，食品ロスにつながらないよう，適切な保存や使い
切りの方法を発信して，不安感を取り除く必要がある。

・ ①は事業者からは啓発しにくい内容であり，行政が前面に出る
必要があるが，②は事業者にとっても顧客サービスにつながる面
があり，連携した啓発が効果的と考えられる。
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②事業者に対する「てまえどり」の普及について
・ 本事業の結果から，店舗側が「てまえどり」を呼び掛けるこ
とは消費者に概ね肯定的に受け止められており，店頭での啓発
が「てまえどり」行動につながっていることから，できるだけ
多くの事業者で「てまえどり」ＰＲをしていただくことが，
「てまえどり」の普及とそれに伴う食品ロス削減につながる。

・ 一方で，「どれを選んで買うかは客の自由だ」といった声も
あり，消費者の反感を危惧する事業者もあることから，行政か
らの呼び掛けであることを前面に出した啓発物にするなど，
事業者が協力しやすい啓発方法を検討していく必要がある。

・ 消費者に「食品ロスのリスクを押し付けている」と受け取ら
れないためには，食品の保存方法など食品ロス削減に役立つ情
報を事業者からも消費者に積極的に発信し，信頼関係を構築す
ることが重要であり，事業者にそうした意識改革を促すととも
に，発信すべき食品ロス情報を提供していく必要がある。
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６．事業終了後の展開

①子どもへの意識付けを通じた「てまえどり」普及
・ 「てまえどり」は損得を超えた道徳的な行為なので，小学生の
頃から子ども達に意識付けていくことが望ましい。また，買い物
は家族で行くことが多く，子どもが「てまえどり」を勧めること
により大人にも波及していくことが期待できる。

・ 京都市では毎年食品ロスを啓発するノートを制作し，小学校４
年生の全児童に配布している。令和４年度配布版は，「てまえど
り」を全面的に啓発する内容として制作を進めている。

・ 今後，環境副読本，食育広報紙等でも積極的に「てまえどり」
を呼び掛け，子どもからの「てまえどり」普及を図っていく。

②「販売期限の延⾧の取組」とセットでの「てまえどり」普及
・ 京都市では「販売期限の延⾧の取組」に力を入れており，令和
３年度は食品スーパーなど７２事業者が取り組んでいる。

・ この取組とセットで「てまえどり」の啓発を事業者に呼び掛け
ることにより，一体的な食品ロス削減活動として定着させていく。
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③事業者と連携した食品ロス啓発情報の発信
・ 「てまえどり」した食品が家庭でロスにならないように，適切
な保存方法等の啓発を強化する必要があるが，行政の広報物は意
識の高い層しか見ないため効果は限定的である。

・ 一方，食品スーパー等は近年顧客向けにアプリやＳＮＳで情報
発信しており，特売等の情報があるため消費者の関心も高い。

・ そこで，スマートフォン等の携帯端末での閲覧を想定した電子
啓発物を本市が作成し，各事業者のアプリ，ＳＮＳ等のツールで
発信してもらう。その内容に食品の保存方法等を盛り込むことに
より，消費者の食品ロス削減と事業者に対する信頼醸成を図る。

④消費者と事業者の相互理解による「食品廃棄ゼロエリア」の形成
・ これまでは家庭での食品ロス削減と事業者の食品廃棄削減は別
の課題と認識されてきたが，「てまえどり」はその両者が密接不
可分であることを認識させる格好の材料といえる。

・ 消費者が「てまえどり」や見切り品の購入により事業者の廃棄
をゼロに近付け，事業者が食品の保存方法等の発信により消費者
の食品ロスをゼロに近付ける。そうした消費者・事業者の相互理
解による商圏単位での「食品廃棄ゼロエリア」を拡充することに
より，京都市全体での食品ロス削減を実現していく。
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７．結語：「食品廃棄ゼロエリア」に向けて

①「食品廃棄ゼロ」「食品廃棄ゼロエリア」実現に向けての課題

• 食品廃棄物については非可食部も含まれることから，リサイクルなし
では「食品廃棄ゼロ」は実現せず，また，「食品廃棄ゼロエリア」は，
一定のエリア内で食品廃棄ゼロ（焼却処理ゼロ）を実現するという内
容であり，エリア内のすべての主体から食品廃棄（焼却処理）が発生
しないことが求められる。

• これについて，エリア・主体を狭く捉えれば，その全量をリサイクル
することで「食品廃棄ゼロ」の実現は容易となるが，家庭や事業所か
ら発生する生ごみ全体を考える地方自治体としては「食品ロス」が
フードチェーンの中で発生することや，本来リサイクルより優先され
るべき発生抑制が軽視されるおそれがあることに目を向ける必要があ
る。
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②京都市の取組

• そこで本市では，３Ｒの順序から食品ロスの削減（リデュース）を優
先し，これまで進めてきた各主体での食品ロス削減の取組（家庭での
３キリや店舗での販売期限の延⾧）だけでなく，フードチェーンを構
成する主体間の関わりに基づく食品ロスの削減と意識改革・行動変容
が必要と考え，「てまえどり」の実践に取り組んだところである。

• 今回のモデル事業により，家庭において店舗での食品ロスを減らす行
動を行いつつ，家庭での食品ロスの削減にもつなげることができると
いう，「てまえどり」を推進する（取り組むことにより家庭での食品
ロスが増えるという懸念を払拭する）結果を得ることができた。この
結果は，食品ロス削減，ひいては食品廃棄ゼロに向けて全国的に横展
開が可能なものであると捉えている。

• また今後は，究極的な食品廃棄ゼロエリアを構成する取組について，
まず食品ロス削減に係る取組について，これまでの各主体の取組を
ベースとしながら，「てまえどり」など，フードチェーンを構成する
主体間の関わりに基づく食品ロスの削減と意識改革・行動変容を図り，
さらにはリサイクルの促進についても段階的に取り組んでいく。
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(参考)｢食品廃棄ゼロエリア｣に向けた有識者意見と対応

○てまえどりの更なる効果検証

• てまえどりを行った品目の店舗と家庭での廃棄量の変化に着目して確
認するとよい。

→てまえどりの対象とした４品目（豆腐・うどん・食パン・牛乳）に
ついて，てまえどりの行動変化についてカテゴライズした群別にみた
ところ，全体的に食品ロスの減少傾向が見られるものの，てまえどり
行動を強めた世帯で11月に廃棄量がリバウンドした傾向が見られた。
当該品目は，日配品の中でも店舗で廃棄の出やすい項目を選定して

おり，家庭での対応にも留意が必要なものと考えられることから，今
後の取組において，対象となる品目の特性に応じた情報発信の方策を
検討していく。

○「食品廃棄ゼロエリア」について

• 対象店舗はこれまでから発生する食品廃棄物についてリサイクルに取
り組んでおり，100％食品リサイクルに取り組むことで，食品廃棄
ゼロエリアを達成していると報告してよいのではないか。

→リサイクル率の向上についても事業者と連携しながら進めていく
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○効果的な成果の可視化と情報発信

• うまくまとめて頂いていると思うが、「取り組み成果をどのように可
視化するか？」については、継続的に検討を続ける必要があると感じ
ている。

• 他方、てまえどり など、今回のようにわかりやすい行動を呼びかけ
る意義は大きかったと思う。これを機に、別の行動にも目を向けるこ
ともある。

• その意味では、今回のようなキャンペーン的な取り組みの波及効果な
ども、見ていけるとよいなと思う。

→成果の可視化については，今回得られたデータ（数量）を踏まえて，
成果を効果的に発信していくとともに，市民・事業者からのフィード
バックをいただきながらブラッシュアップしていきたい。

また，行動の促進の面では，今後は，これまでから家庭での生ごみ
減量行動として掲げてきた「３キリ」にこの「てまえどり」を加えた
「３キリ＋てまえどり」として発信をしていくことで，食品ロスの減
量行動を推進していく。
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